
次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

別 表 別 表

名 称 住 所 指 定 の 区 分 業 務 区 域

性 能 評 価 の 業 務 を

行 う 事 務 所 の 所 在

地

性 能 評 価 の 業

務 の 開 始 の 日

名 称 住 所 指 定 の 区 分 業 務 区 域

性 能 評 価 の 業 務 を

行 う 事 務 所 の 所 在

地

性 能 評 価 の 業

務 の 開 始 の 日

（ 略 ） （ 略 ）

株 式 会 社

確 認 サ ー

ビ ス

愛 知 県 名 古 屋

市 中 区 新 栄 町

二 丁 目 十 三 番

省 令 第 五 十 九 条

第 二 号 の 二 及 び

第 三 十 二 号 か ら

第 三 十 六 号 ま で

に 掲 げ る 区 分

日 本 全 域 愛 知 県 名 古 屋 市 中

区 新 栄 町 二 丁 目 十

三 番

平 成 十 七 年 七

月 十 二 日

株 式 会 社

確 認 サ ー

ビ ス

愛 知 県 名 古 屋

市 中 区 栄 四 丁

目 三 番 二 十 六

号

省 令 第 五 十 九 条

第 二 号 の 二 及 び

第 三 十 二 号 か ら

第 三 十 六 号 ま で

に 掲 げ る 区 分

日 本 全 域 愛 知 県 名 古 屋 市 中

区 栄 四 丁 目 三 番 二

十 六 号

平 成 十 七 年 七

月 十 二 日

（ 略 ） （ 略 ）

官 庁 報 告

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

官 庁 事 項

第 五 次 食 育 推 進 基 本 計 画 を 令 和 八 年 六 月 二 十 四 日 に 作 成 し た の で 、 食 育 基 本 法 （ 平 成 十 七 年 法 律 第

六 十 三 号 ） 第 十 六 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 、 そ の 要 旨 を 次 の と お り 公 表 す る 。

令 和 八 年 七 月 三 十 日 食 育 推 進 会 議

第５次食育推進基本計画要旨
はじめに
食は命の源であり、私たち人間が生きるために食は欠かせない。また、国民が健康で心豊かな生活
を送るためには、健全な食生活を日々実践するとともに、生産現場等に対する関心や理解を深め、お
いしく楽しく食べることや、それを支える社会や環境を持続可能なものにしていくことが重要である。
平成17年６月に食育基本法が制定され、国は約20年にわたり、都道府県、市町村、関係機関・団体
等多様な関係者とともに食育を推進してきた。その間、日常生活の基盤である家庭における共食を原
点とし、学校、保育所等が子供の食育を進め、都道府県、市町村、様々な関係機関・団体等、地域に
おける多様な関係者が様々な形で食育を主体的に推進してきた。
しかしながら、人口減少、少子高齢化が進展する中で、単身世帯や共働き世帯の増加、働き方の多
様化、中食市場の拡大、デジタル化の進展等に伴い、食に関する国民の価値観やライフスタイルの多
様化が進んでいる。特に第４次食育推進基本計画の計画期間においては、新型コロナウイルス感染症
の感染拡大や食料品等の価格上昇等が生じたこと等により、食に関する経済性志向や簡便化志向が上
昇し、栄養バランスの偏りや朝食の欠食に代表されるような食習慣の乱れが見られる等、家庭や地域
で健全な食生活を実践することが困難な場面が増えてきている。

首都圏を中心とした大都市圏への人口集中や都市化の進展が続き、「農林漁業体験を経験した国民
（世帯）の割合」が減少するなど、農林漁業の現場に触れる機会が減少し、国民の食卓と農業等の生
産現場の距離は遠くなり、生産者と消費者の関係性が希薄化していると考えられる。
食の供給面から見ると、近年、食料安全保障に関わる情勢の変化が生じている。世界の食料需給に
ついては、世界人口が増加し、食料需要も増加する一方で、気候変動による異常気象の頻発化や地政
学的リスクの高まり等により、世界の食料生産・供給を不安定化させるリスクが高まっている。国内
の農林漁業者の減少・高齢化は著しく進展しており、令和６年度の総合食料自給率は供給熱量ベース
で38％、生産額ベースで64％と食料の多くを海外からの輸入に頼る状況にある。また、SDGsの達成
に向けた取組の進展等、世界的に持続可能性に対する意識の高まりが見られる中、農業・食品産業に
対しても、環境や生物多様性等への配慮・対応が社会的に求められている。
他方で、令和６年に改正された食料・農業・農村基本法第14条において、消費者の役割として、農
業等への理解を深めるとともに、消費に際して食料の持続的な供給に資する物の選択に努めることと
されており、消費者の日々の行動変容につながる食育の取組の強化が重要となっている。
このような食や農林漁業を取り巻く状況の変化等を踏まえ、様々な経験を通じて「食」に関する知
識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育むとともに、食料
安全保障の確保にも資するよう、農林水産業の生産現場等に対する消費者の関心や理解を深め、行動
変容を促す観点からも、国や地方公共団体による取組とともに、学校や企業、地域等を中心にボラン
ティアをはじめとする食育の推進に携わる人材等の多様な関係者等と連携・協働し、食育の実効性を
高め、あまねく全国でライフステージに応じた間断ない食育を国民運動として十分に展開することが
重要である。
くわえて、食育の推進によって、日常の食は自身の健康とのつながりのみではなく、食料生産や地
球環境と関係していることを、改めて国民が自覚し、社会全体としてそれらの調和を図りつつ、個人
や社会全体の豊かさやウェルビーイング向上等につながるものと捉えていくことも必要である。

〇 国 土 交 通 省 告 示 第 千 七 号

建 築 基 準 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 一 号 ） 第 七 十 七 条 の 五 十 六 第 二 項 に お い て 準 用 す る 同 法 第 七 十 七 条 の 三 十 九 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 、 平 成 十 二 年 建 設 省 告 示 第 千 八 百 十 三 号 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正

す る 。
令 和 八 年 七 月 三 十 日 国 土 交 通 大 臣 金 子 恭 之
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